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【要約】 

本論文では，2016 年に大阪府内で行った独自のアンケート調査と，大阪府による保育施

設の調査結果を合わせることで，認可保育所に加え，これまで分析されてこなかった認可外

保育所の存在も考慮した上で，保育施設の存在が持つ母親の就労促進効果を再検証してい

る．分析の結果，母親が直面する家計状況やマクロ経済状況，出産前の就業状況を含む母親

本人の属性による影響を取り除いた上で，保育所の存在は認可，認可外のいずれであっても

第一子を出産してから 36 か月までの母親の就労開始時期を早めるとはいえないことが明ら

かとなる．しかしながら，提供される保育サービスの種類によっては母親の就業開始確率を

高める効果があることがわかる．また，出産から 1 年半後の母親の就業状態に注目すると，

認可外保育所割合が増加すると正規労働者として就業する確率が高まること，提供する保

育サービスによってはこの効果が大きいことが示される．一方，非正規就業確率については，

認可および認可外保育所のどちらの利用可能性が増えても上昇効果は確認されない．保育

所の存在による母親の就業促進効果は，認可外保育所の存在によるものが大きく，提供サー

ビスによっては効果が異なる可能性があること，ただしこの効果は正規労働者の就業確率

を高めるものに限定されることが結果から示唆される． 
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